
平成３０年度鳥取県育英奨学生（高等学校等奨学資金）募集要項

１ 育英奨学資金貸与制度の目的
県内に住所を有する者の子等で高等学校（高等学校に相当する外国の学校のうち教育委員会

が認めるものを含む。）、中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部、高等専門学校若
しくは専修学校の高等課程（以下「高等学校等」という。）に在学するもののうち、経済的理
由により修学が困難である者に対して、育英奨学資金を貸与することにより、有用な人材を育
成することを目的とします。

２ 募集人数（予定） ３３０人
※募集人数を超える申請があった場合、世帯の所得状況等を勘案し、選考により採用者を決
定します。

３ 貸与月額
国公立の高等学校等 自 宅 通 学 月額 １８,０００ 円

自宅外通学 月額 ２３,０００ 円
私立の高等学校等 自 宅 通 学 月額 ３０,０００ 円

自宅外通学 月額 ３５,０００ 円
※自宅外通学：奨学生本人が生計を同一にする世帯から離れてアパート・下宿・寮等に居住して

おり、家賃負担が生じている場合

４ 貸与期間
平成３０年４月から、高等学校等の正規の修業年限の終了する月までとします。
※通常は３年後、定時制通信制は４年後とします。

５ 奨学資金の返還
（１）奨学資金は無利子とし、貸与の終了後１５年以内（途中辞退、退学等の場合は１０年以内）

に、半年賦又は月賦のいずれかの方法で、口座振替により返還していただきます。

（返還の例…３年間貸与を受け、１５年で返還する場合）

区 分 貸与総額
半年賦を選択した場合 月賦を選択した場合
半年賦額 返還回数 月賦額 返還回数

国公立〔自 宅〕 648,000円 21,600円
全30回

3,600円
国公立〔自宅外〕 828,000円 27,600円

（毎年7、12月
4,600円 全180回

私 立〔自 宅〕 1,080,000円 36,000円
返還）

6,000円 （毎月返還）
私 立〔自宅外〕 1,260,000円 42,000円 7,000円

（２）奨学資金は保護者ではなく奨学生本人に貸付けていますので、奨学生が大学等に進学したと
きは、その学校を卒業した後での返還（返還猶予）を希望することができます。

【注意】返還金を滞納すると・・・
定められた納期限までに返還がない場合、次の手続きがとられます。
ア 督促、催告

奨学生、連帯保証人に対して、文書、電話、自宅訪問などにより返還を督促し
ます。未納の期間や金額によっては、保証人にも督促をします。

イ 延滞金の加算
納期限から滞納した期間が６か月を超えるごとに５％の延滞金が加算されます。

ウ 法的措置等
長期間返還がなかったり、未納額が高額になると、裁判所へ支払い督促を申し

立てます。

返還された奨学資金は、新たに貸与する資金となり、後輩の奨学生に引き継がれてい
きます。奨学生は、自らの責任と自覚によって、期限内に必ず返還してください。



６ 申請資格
次の要件をすべて満たす者とします。

（１）県内に住所を有する者の子等で、高等学校等（県外含む）に在学すること。
（２）申請者の属する世帯の年間所得が、別表第１の所得基準額以下であること。
（３）修学に対する意欲があり、性行が正しいこと。
（４）鳥取県から同種類の奨学資金の貸与を受けていないこと。
（５）鳥取県以外の者から、同種類の奨学資金であって鳥取県育英奨学資金の貸与月額を超える無

利子の貸与を受けていないこと。
※（４）、（５）の同種類の奨学金の詳細は別紙「参考」をご覧ください。

７ 申請の手続（提出書類）
奨学資金の貸与を希望する方は、次の書類を在学中の高等学校等に提出してください。県外

の学校の在学者は、申請手続きについて県教委育英奨学室へご連絡ください。
（１）鳥取県高等学校等奨学資金貸与申請書
（２）所得を証明する書類（下記①及び②の両方が必要です。）

①平成２９年分の源泉徴収票又は確定申告書の写し（所得のある者全員）
対象者 必要書類 留意事項

給与所得者 平成２９年分給与所得

の源泉徴収票の写し

給与所得以外の 平成２９年分の所得税 年金受給者で確定申告を行っている場合

者 の確定申告書の写し は、確定申告書の写しを提出すること。

年金受給者 平成２９年分公的年金 他の書類（年金振込通知書等）を提出す

等の源泉徴収票の写し る場合はH29.1～H29.12の支給額が分か

る書類を提出すること。

②平成２８年分の市町村長が発行する所得証明書（乳幼児、就学者等を除く家族全員）
※所得がない成人（未就労者等）も証明が必要です。

（３）特別の事情による控除（別表第２）を受けようとする方は、そのことを証明する書類
（必要な提出書類は別表第２の提出書類欄に記載）

（４）誓約書
（５）振込口座等登録（変更）申請書
（６）振込口座の通帳の写し

８ 申請締切
平成３０年４月２５日（水）

９ 連帯保証人等
連帯保証人は申請者の親権者（父母）又はこれに代わる者とし、保証人は申請者及び連帯保

証人と同一生計外の者（同居不可）としてください。
連帯保証人及び保証人は、奨学金を貸与する上での人的担保となりますので、必ず必要です。

空欄のまま申請があっても受付できません。
※連帯保証人、保証人についての詳細は「参考：保証債務に関するＱ＆Ａ」をご覧ください。

１０ 貸与スケジュール（予定）
平成３０年６月中旬 鳥取県育英奨学生選考委員会で採用者を審査

選考結果を各学校等を通して通知（県外高等学校等在学者へは直接通知）
平成３０年６月下旬 貸与開始

１１ お問い合わせ先
〒６８０-８５７０ 鳥取市東町一丁目２７１

鳥取県教育委員会事務局 育英奨学室
（電話）０８５７-２９-７１４５
（ﾌｧｸｼﾐﾘ）０８５７－２６－８１７６



別表第１
所 得 基 準 額 表

区 分 平成２９年分所得 備 考 備考
１ 人 ６,４３０ 千円 世帯人員が７人 １ 生計を一にする世帯のうち、

世 ２ 人 ７,２９０ 千円 を超える場合は 就学者を除く全員の所得額合計
帯 ３ 人 ７,６４０ 千円 １人増すごとに から、別表第 ２の特別控除額を
人 ４ 人 ７,８６０ 千円 １６０千円を加 差し引いた額が世帯人員に応じ
員 ５ 人 ８,０７０ 千円 算する。 た基準額以下であること。

６ 人 ８,２５０ 千円 ２ 所得額は、貸与申請前年の所
７ 人 ８,４１０ 千円 得税法上の所得とする。

【参考：公的年金に係る所得金額計算表】

年 金 を
受け取る 公的年金の収入金額の合計額 所得金額（単位：円）
人の年齢

70万円以下 0
65歳未満 70万円超130万円未満 収入金額合計－700,000

130万円以上410万円未満 収入金額合計×0.75-375,000
410万円以上770万円未満 収入金額合計×0.85-785,000
770万円以上 収入金額合計×0.95-1,550,000
120万円以下 0

65歳以上 120万円超330万円未満 収入金額合計－1,200,000
330万円以上410万円未満 収入金額合計×0.75-375,000
410万円以上770万円未満 収入金額合計×0.85-785,000
770万円以上 収入金額合計×0.95-1,550,000

(注) 例えば65歳以上で「公的年金等の収入金額の合計額」が350万円の場合には、
公的年金に係る所得の金額は次のようになります。
3,500,000円×0.75‐375,000円＝2,250,000円

【参考：保証債務に関するＱ＆Ａ】
Ｑ１．連帯保証人と保証人の責任の違いは何ですか。
Ａ１．奨学金の返還は原則として奨学生本人が行うものですが、連帯保証人にも奨学生本人

と同等の責任があります。県は、双方へ同等に返還を請求することができ、各人とも全
額を返済する責任があります。
保証人は、奨学生本人や連帯保証人が返還できない場合に、各人に代わって返還する

責任があります。

Ｑ２．返還している中途に連帯保証人が亡くなりましたが、どうすればいいですか？
Ａ２．連帯保証人（又は保証人）が不在となったときは、速やかに後任者を届けてください。

届けがない場合は、残っている返還金を一括請求することがあります。

Ｑ３．同居ですが、生計が別の兄は保証人になれますか？
Ａ３．同居人は保証人になれませんが、いわゆる二世帯住宅や敷地内別棟等、住民票が同じ

でも生計が別の場合は、生計が別であることを証明する書類を添付してください。
（例：光熱水費等の同月の請求書）

Ｑ４．祖父に保証人を依頼しようと思いますが、年齢制限はありますか？
Ａ４．年齢制限はしませんが、保証人には、奨学生の学校卒業後、１５年間の返還の保証を

お願いするので、なるべく６５歳以下の方としてください。
また、保証人にも返還を求めることがあります（Ｑ１参照）ので、所得や返還の資力

がある方としてください。



別表第２ 特 別 控 除 額表

区分 特 別 の 事 情 特 別 控 除 額 提出書類

(1)母子・父子家庭 ４９０千円 なし

(2)就学者のいる世 小学校 ８０千円 なし

帯 中学校 １６０千円

（児童・生徒・学 自 宅 通 学 自宅外通学

Ａ 生１人につき） 国公立 ２８０千円 ４７０千円

高等学校 私 立 ４１０ ６００

世 国公立 ３６０ ５５０

帯 高等専門学校 私 立 ６００ ８００

を 国公立 ５９０ １,０２０

対 大学 私 立 １,０１０ １,４４０

象 高等 国公立 １７０ ２７０

と 課程 私 立 ３７０ ４６０

す 専修学校 専門 国公立 ２２０ ６２０

る 課程 私 立 ７２０ １,１２０

控 (3)障がい者等のい 障がい者等１人につき ８６０千円 障害者手帳、療育手

除 る世帯 帳の写し等

(4)長期療養者のい 療養のため経常的に特別な支出をしている年間金額。 平成２９年分の医療

る世帯(長期とは、 費に係る領収書の写

おおむね６か月以 し

上とする)

(5)主たる家計支持 別居のため特別に支出をしている年間金額。 主たる家計支持者が

者が別居している ただし、７１０千円を限度とする。 別居していることで

世帯 生じる平成２９年分

の家賃及び光熱水費

の領収書の写し

(6)火災・風水害・ 日常生活を営むために必要な資材または生活費を得るた 災害を受けたことが

盗難等の被害をう めの基本的な生産手段（田・畑・店舗等）に被害があっ 分かる書類及び将来

けた世帯 て、将来長期にわたって支出増または収入減になると認 長期にわたって支出

められる年間金額。 増または収入減にな

ると思われる年額の

積算表

Ｂ なし

本と 申請者が高等学校等 国公立 自 宅 通 学 ２８０千円

人す に在学している場合 国公立 自宅外通学 ４７０千円

をる 私 立 自 宅 通 学 ４１０千円

対控 私 立 自宅外通学 ６００千円

象除

備考 １ Ａ欄の控除については、生計を一にする世帯全員の中で、特別の事情に該当する場合に控除す

ることができる。

２ Ａ欄の「(2)就学者のいる世帯」による控除には、申請者本人は含めない。

３ Ａ欄の「(3)障がい者等のいる世帯」による控除は、障害者手帳等の交付を受けている者、知的

障がい者や身体障がい者に準ずるものとして市町村長等の認定を受けている者又は介護保険法上

の要介護認定を受けている者に該当する場合に控除することができる。

４ Ａ欄の「(4)長期療養者のいる世帯」及び「(5)主たる家計支持者が別居している世帯」による

控除は、貸与申請前年に支出した実費とする。

５ Ａ欄（５）の「別居のため特別に支出」の対象経費は、住居費、光熱水費に限る。

６ Ａ欄の控除については、該当する特別な事情が二つ以上ある場合には、それらの特別控除額を

併せて控除することができる。

７ Ｂ欄は申請者本人のみを対象とした控除である。



参 考

１ 募集要項６申請資格（４）の「鳥取県から同種類の奨学資金～」について

(1) 鳥取県育英奨学資金との併給を認めるもの

高校生等奨学給付金

(2) 鳥取県育英奨学資金との併給を認めないもの

（例）看護職員修学資金（鳥取県福祉保健部）

母子父子寡婦福祉資金（鳥取県福祉保健部）

２ 募集要項６資格申請（５）の「鳥取県以外の者から～」について

(1) 鳥取県育英奨学資金との併給を認めるもの

（例） （独）日本学生支援機構第一種奨学金（無利息）

（貸与月額が鳥取県育英奨学資金の貸与月額未満の場合に限る）

（財）あしなが奨学金・（財）交通遺児奨学金

（貸与月額が鳥取県育英奨学資金の貸与月額未満の場合に限る）

（独）日本学生支援機構第二種奨学金（利息付）

（株）日本政策金融公庫（（旧）国民生活金融公庫）（国の教育ローン）

各金融機関の教育ローン

(2) 鳥取県育英奨学資金との併給を認めないもの

（例） （独）日本学生支援機構第一種奨学金（無利息）

（貸与月額が鳥取県育英奨学資金の貸与月額以上の場合）

（財）あしなが奨学金・（財）交通遺児奨学金

（貸与月額が鳥取県育英奨学資金の貸与月額以上の場合）

生活福祉資金教育支援費（鳥取県社会福祉協議会）

※上にあげた奨学資金以外にも、いろいろな奨学資金制度があります。

それぞれの要件等で鳥取県育英奨学資金との併給が認められるもの、認められな

いものがありますので、詳しくは県教委事務局育英奨学室（０８５７－２９－７１

４５）までお問い合わせください。


